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Ⅰ　予算議案

　議案第１号

    今回の補正は、令和４年台風第１４号災害対策、原油価格・物価高騰等総合緊急対策

　及びＧ７宮崎農業大臣会合開催準備等の宮崎再生対策に必要な経費について、措置する

　ものです。

    補正額は、

　２５３億１，３５０万６千円

  です。

    この結果、一般会計の予算の規模は、７，２３０億９，７４２万３千円となります。

  　この補正予算による一般会計の歳入財源は、

　　　　　　１１４万１千円

１４４億　　３２９万８千円

　２５億１，３２７万円

　　　　　　９６９万７千円

　８３億８，６１０万円

  です。

県 債

分担金及び負担金

国 庫 支 出 金

令和４年度一般会計補正予算（第５号）

〇令和４年度１１月補正予算案の概要

一 般 会 計

繰 入 金

諸 収 入

（単位：千円）

総 務 費 43,115,552 357,398 43,472,950

民 生 費 96,816,496 1,215,111 98,031,607

衛 生 費 69,996,239 796,736 70,792,975

農 林水産業費 58,412,119 2,969,184 61,381,303

商 工 費 68,952,213 3,881,954 72,834,167

土 木 費 68,728,309 4,531,770 73,260,079

教 育 費 118,176,230 2,799 118,179,029

災 害 復 旧 費 15,375,120 11,558,554 26,933,674

一 般会計合計 697,783,917 25,313,506 723,097,423

一　般　会　計　歳　出　一　覧

款 別 補正前の額 今回補正額 計
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（１）　総　　括

今回補正額 補 正 後 構成比 予 算 額 構成比

284,216,352 2,524,108 286,740,460 39.7 256,029,737 37.3

県 税 104,840,000 0 104,840,000 14.5 95,480,000 13.9

地 方 消 費 税
清 算 金

51,137,566 0 51,137,566 7.1 50,399,518 7.3

分 担 金 及 び
負 担 金

1,994,305 1,141 1,995,446 0.3 2,065,905 0.3

使 用 料 及 び
手 数 料

9,877,773 0 9,877,773 1.4 9,939,141 1.4

財 産 収 入 888,522 0 888,522 0.1 933,883 0.1

寄 附 金 359,884 0 359,884 0.0 220,197 0.0

繰 入 金 41,324,999 2,513,270 43,838,269 6.1 32,537,112 4.7

繰 越 金 5,199,771 0 5,199,771 0.7 10,385,470 1.5

諸 収 入 68,593,532 9,697 68,603,229 9.5 54,068,511 7.9

413,567,565 22,789,398 436,356,963 60.3 430,674,290 62.7

地 方 譲 与 税 20,228,000 0 20,228,000 2.8 13,019,000 1.9

地 方 特 例
交 付 金

651,000 0 651,000 0.1 596,000 0.1

地 方 交 付 税 184,979,000 0 184,979,000 25.6 188,206,000 27.4

交通安全対策
特 別 交 付 金

499,000 0 499,000 0.1 419,000 0.1

国 庫 支 出 金 151,452,165 14,403,298 165,855,463 22.9 158,261,590 23.0

県 債 55,758,400 8,386,100 64,144,500 8.9 70,172,700 10.2

697,783,917 25,313,506 723,097,423 100.0 686,704,027 100.0

（注）構成比は、四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

自 主 財 源

依 存 財 源

歳 入 合 計

一　般　会　計　歳　入　一　覧

（単位：千円、％）
令 和 ４ 年 度 令和３年度

款　　別
補正前の額

１１ 月 １１ 月 現 計
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（２） 歳入科目別概要

（単位：千円）

1,994,305 1,141 1,995,446 ◎負担金 1,141

○土木費負担金 1,141

・田代八重ダム管理費等

繰 入 金 41,324,999 2,513,270 43,838,269 ◎基金繰入金 2,513,270

○財政調整積立金繰入金 2,131,224

○観光みやざき未来創造基金繰入金 47,700

○宮崎再生基金繰入金 334,346

諸 収 入 68,593,532 9,697 68,603,229 ◎受託事業収入 9,697

○土木受託事業収入 9,697

・堰堤改良事業受託料

国 庫 支 出 金 151,452,165 14,403,298 165,855,463 ◎国庫負担金 7,860,372

○衛生費国庫負担金 4,044

・急性伝染病予防費

○農林水産業費国庫負担金 1,215,277

・緊急治山事業費等

○土木費国庫負担金 171,500

・海岸保全港湾事業費等

○災害復旧費国庫負担金 6,469,551

・土木災害復旧費等

◎国庫補助金 6,542,926

○総務費国庫補助金 4,794,900

・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

○民生費国庫補助金 160,049

・社会福祉施設等災害復旧費

○衛生費国庫補助金 178,500

・海岸漂着物地域対策推進事業補助金

○農林水産業費国庫補助金 18,000

・森林整備・林業等振興施設整備交付金

○商工費国庫補助金 1,391,477

・地域観光事業支援費

県 債 55,758,400 8,386,100 64,144,500 ◎県債 8,386,100

○農林水産業債 723,400

・山地治山事業費等

○土木債 2,729,400

・河川事業費等

○教育債 150,000

・学校教育施設等整備事業費

○災害復旧債 4,783,300

・土木災害復旧費等

歳 入 合 計 697,783,917 25,313,506 723,097,423

分 担 金 及 び
負 担 金

科   目 補正前の額 補正後 説　　　明今回補正額
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Ⅱ その他報告事項

令和５年度当初予算編成方針の概要

財 政 課

１ 予算編成の基本的な考え方

引き続き健全な財政運営を維持し、人口減少対策、防災・減災、国土強靭化対策

（以下「国土強靱化対策」という。）をはじめとする本県の諸課題に適確に対応する

とともに、新型コロナウイルス感染症対策（以下「新型コロナ対策」という。）、原油

価格・物価高騰等対策（以下「物価高騰等対策」という。）などによる県民生活や地

域経済の着実な再生と、将来を見据えた新たな成長活力の創出に向けて、積極的な展

開を図る。

(1) 優先度の高い施策の構築等

別紙「令和５年度の施策の構築に当たっての視点」に基づき、効果が高い施策を

構築し、その効果の検証を行う。

(2) 政策推進のための財政の健全性の確保

優先度の高い施策等を推進するため、社会保障関係費や公共施設等の老朽化対策、

国民スポーツ大会開催に伴う経費など多額の財政負担が見込まれる事業は、将来に

わたる負担の平準化を図るべく、市町村や関係団体等との適切な連携・役割分担を

考慮の上、総額の抑制を図り、計画的な予算計上を行う。

(3) 骨格予算としての編成

令和５年度当初予算は、令和５年１月が知事の改選期に当たるため、骨格予算と

して編成する。

このため、要求段階においては、暫定的に現行制度等に基づき見込み得る年間予

算を要求し、当初予算に計上されなかった新たな政策的経費等については、６月補

正予算で計上する。

２ 全般的事項

(1) 予算要求限度額

令和４年度当初予算額の範囲内とするが、次の事業については、それぞれ定めた

額とする。
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ただし、新型コロナ対策及び物価高騰等対策に要する経費並びに国土強靱化対策

に係る公共事業費については、今後の国の予算編成の動向等を踏まえ、予算編成過

程において適切に対応する。

１ 補助公共事業費 国土強靱化対策に係る事業費は別途

要求

２ 県単独公共事業費（維持管理経費分） 所要額

３ 直轄事業負担金（高速道路分） 内示見込額

４ 災害復旧事業費 ・台風第１４号災害対策に係る事業

は所要額

・過去の実績を考慮した適切な額

５ 新規・改善事業に要する経費 ・事務事業見直しの実績等を踏まえ

配分する要求枠の範囲内

６ 別途要求を認める経費 ・宮崎再生基金等の特定目的基金を

活用した事業に要する経費

・優先度の高い施策に要する経費

・施設の維持管理等に要する経費

(2) 事業構築に当たっての留意事項

新規・改善事業の構築に当たっては、スクラップ・アンド・ビルドを徹底し、特

に以下の点に留意する。

① 事務事業の見直しにおいて確認した課題等の分析に基づき事業を構築する。

② 事業の成果を検証するため、事業と関連性の高い指標（ＫＰＩ）の設定を行う。

３ 歳出に関する事項

人件費について、本県職員の段階的な定年延長が検討されていることから、その実

施に合わせ、退職手当基金の設置を検討する。

〈今後のスケジュール〉

・予算案発表 令和５年２月上旬
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別 紙 

 

令和５年度の施策の構築に当たっての視点 
 

総 合 政 策 課  

 

 

１ コロナ禍・物価高騰等からの再生・復興 
 

① 生活困窮者や離職者等の支援など県民生活の安定化 

② 燃油・資材等高騰対策をはじめとする事業継続支援 

③ 旅行・交通利用促進や地産地消・応援消費の強化など需要の喚起 

④ Ｇ７宮崎農業大臣会合の開催などを契機とした交流回復・活性化対策 

⑤ スポーツ環境など本県ならではの魅力の強化や継続的な情報発信 

 

２ 中山間地域の暮らしの維持・活性化 
 

① デジタル技術の積極的活用による日常生活に必要なサービスや機能の維持 

② 集落同士の連携強化やエネルギー等の地産地消など持続可能な仕組みづくり 

③ 地域の担い手となる移住者の呼び込みや関係人口の創出・拡大 

 

３ 経済・産業成長の促進 
 

① 先端技術の活用によるＤＸ(デジタルトランスフォーメーション)の推進 

② イノベーションやスタートアップなど新たな成長活力の創出 

③ 外貨獲得につながる産業競争力の強化 

④ 省エネ対策やクリーンエネルギーの利用拡大などＧＸ(グリーントランスフォーメ

ーション)の推進 

 

４ 次世代育成、若者・女性活躍の推進 
 

① 市町村の実情を踏まえた少子化対策の強化 

② 若者や女性の県内就職・Ｕターン促進、女性活躍の推進 

③ デジタル社会やグローバル社会の更なる進展を見据えた学校教育の充実 

④ 県民が幅広に親しめる地域スポーツ・文化の振興 

 

５ 安全・安心な県土づくりの推進 
 

① 治水・土砂災害対策やインフラ老朽化対策など防災・減災、国土強靱化の推進 

② 感染症に強い医療提供体制の充実 
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令和４年台風第１４号に係る被害等について

危 機 管 理 課

１ 県の対応

９月１７日（土） １５：００ 災害対策本部設置

１６：００ 第１回災害対策本部会議

９月１８日（日） １１：００ 災害救助法（第２条第２項）適用の公示

９月１９日（月） １０：００ 自衛隊派遣要請（三股町土砂災害対応）９ /１９撤収
１１：３０ 第２回災害対策本部会議

１３：３０ 自衛隊派遣要請（高原町給水）９ /２５撤収
９月２１日（水） １４：０５ 知事と市町村長との Web 会議
９月２２日（木） １４：００ 第３回災害対策本部会議

１５：００ 災害救助法（第２条第２項）の適用終了

９月２９日（木） １２：００ 災害救助法（施行令第１条第１項第１号）適用の公

示（延岡市）

１０月 ７日（金） １５：００ 第４回災害対策本部会議

１５：２１ 災害対策本部廃止及び災害対策室設置

１０月１２日（水） １５：２０ 第１回災害対策室会議

１０月１８日（火） ８：３０ 激甚災害指定の見込みの公表

１０月２５日（火） １１：００ 第２回災害対策室会議

１０月２８日（金） ８：２０ 激甚災害指定の閣議決定（１１ /２公布・施行）

２ 被害状況

人的被害・住家等被害（人・戸） （１０月２６日現在）

人的被害 住家被害 非住家被害

死者 行方 負傷者 全壊 半壊 一部 床上 床下 公共 その他

不明 重傷 軽傷 破損 浸水 浸水 施設

計 ３ ０ ３ ２３ ７ １６０ ２７９ ６０９ ５３９ ３ ３８

３ 避難の状況

ピーク時（９月１８日２３時）は、６，２９８世帯１１，９８５人が避難

４ 停電の状況

ピーク時（９月１９日午前１時）は、県内で１１万４，５５０戸が停電

５ 道路の規制状況

規制を実施した道路 １００路線１４７区間

※１０月２６日現在の規制 １５路線１８区間

（国道：３路線５区間、県道：１２路線１３区間）
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６ 被害額

令和４年台風第14号に係る被害状況（第４報）

（１０月２６日現在）
（単位：百万円）

分類 内容 箇所 金額

1 土木関係 道路関係被害 1,037 26,037

橋梁関係被害 3 250

河川関係被害 370 11,521

砂防関係被害 14 745

港湾関係被害 7 1,040

　 公園関係被害 3 211

下水道関係被害 4 562

小計 1,438 40,365

2 農業関係 農作物等被害 　－ （注） 4,566

農地・農業用施設等被害 2,672 10,523

小計 2,672 15,088

3 水産関係 養殖物・漁業用施設・漁港等被害 　－ （注） 1,080

4 森林関係 林地・林道施設等被害 659 10,786

5 商工関係 商業・工業関係被害 863 2,168

6 文教関係 文教施設等被害 277 652

7 福祉関係 医療・社会福祉施設被害 204 393

8 公共施設
交通安全施設、県有施設等被害、
発電・工業用水道施設等被害 148 780

合計 6,261 71,312
※数値は10月26日時点のものであり、今後増減しますので御留意ください。

※金額については調査中のため計上されていないものがあります。

※端数処理の関係で合計が一致しない箇所があります。

宮崎県災害対策室まとめ

【参考】
　過去の台風被害額の例（災害の記録より）
　　平成30年台風24号　 20,625（百万円）　　平成９年台風19号　　44,310（百万円）
　　平成17年台風14号　128,854（百万円）　　平成５年台風13号　　45,121（百万円）
　　平成16年台風16号　 46,949（百万円）

（注）農作物等被害、養殖物・漁業用施設・漁港等被害の箇所数については、
　　　面積、頭羽数、件数等での把握となるため「－」としている。

【住家被害】
　1,594棟（内訳：全壊7棟、半壊160棟、一部破損279棟、床上浸水609棟、床下浸水539棟）
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新田原基地における日米共同訓練について

危機管理課

１ 期間

令和４年１１月８日(火)から１１月１８日(金)までの１１日間

※前後に１週間程度の準備期間及び撤収期間あり

２ 内容

対戦闘機戦闘訓練

３ 訓練空域

四国沖

４ 参加部隊

(1) 航空自衛隊 第５航空団（新田原）

(2) 米 軍 第１２海兵航空群（岩国）

５ 規模

タイプⅡ：航空自衛隊 Ｆ－１５×８機程度

米 軍 ＦＡ－１８×１０機程度 人員約１１０名

６ 宿泊場所

基地内宿泊 約９０名、基地外宿泊約２０名

※ 別途、１１月１０日(木)から１１月１９日(土)に全国規模で行われ

る日米共同統合演習に参加する米軍人約４０名が基地内に宿泊

７ 県の対応

(1) 国に対し、事件・事故の防止や騒音の軽減、新型コロナウイルス感染

防止対策など、県民の安全・安心の確保に万全を期すよう要請

(2) 訓練期間中、危機管理局内に関係機関との連絡調整等を行う体制を構
築
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別 冊

令和５年度当初予算編成方針

令和４年１０月

宮 崎 県
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Ⅰ 予算編成の基本的な考え方

国は、「令和５年度予算の概算要求に当たっての基本的な方針について」におい

て、「経済財政運営と改革の基本方針２０２２」を踏まえ、歳出改革の取組を強化

するとともに、施策の優先順位を洗い直し、無駄を徹底して排除しつつ、予算の中

身を大胆に重点化するため、「重要政策推進枠」を措置することとしている。

また、地方財政については、総務省の概算要求において、「新経済・財政再生計

画」等を踏まえ、地方の安定的な財政運営に必要となる一般財源総額について、令

和４年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保するととも

に、地方交付税については、本来の役割が適切に発揮されるよう総額を確保するこ

ととし、出口ベースで１８．２兆円（令和４年度当初予算比０．１兆円増）を要求

するとともに、交付税率の引上げを事項要求しており、今後、その動向を注視して

いく必要がある。

これらを踏まえ、令和５年度当初予算の編成に当たっては、財政健全化指針に基

づき、引き続き健全な財政運営を維持し、人口減少対策、防災・減災、国土強靭化

対策（以下「国土強靱化対策」という。）をはじめとする本県の諸課題に適確に対

応するとともに、新型コロナウイルス感染症対策（以下「新型コロナ対策」という。）

や原油価格・物価高騰等対策（以下「物価高騰等対策」という。）などによる県民

生活や地域経済の着実な再生と、将来を見据えた新たな成長活力の創出に向けて、

積極的な展開を図る。

１ 優先度の高い施策の構築等

本県が抱える課題に適確に対応する優先度の高い施策を積極的に推進するた

め、別紙「令和５年度の施策の構築に当たっての視点」に基づき、効果が高い施

策を構築し、その効果の検証を行う。

２ 政策推進のための財政の健全性の確保

優先度の高い施策等を推進するため、社会保障関係費や公共施設等の老朽化対

策、国民スポーツ大会開催に伴う経費など多額の財政負担が見込まれる事業は、

将来にわたる負担の平準化を図るべく、市町村や関係団体等との適切な連携・役

割分担を考慮の上、総額の抑制を図り、計画的な予算計上を行う。

３ 骨格予算としての編成

令和５年度当初予算は、令和５年１月が知事の改選期に当たるため、骨格予算

として編成する。

このため、要求段階においては、暫定的に現行制度等に基づき見込み得る年間

予算を要求し、当初予算に計上されなかった新たな政策的経費等については、６

月補正予算で計上する。

また、制度改正に伴う経費や災害関係経費、新型コロナ対策や物価高騰等対策

に要する経費など真にやむを得ないものを除き、原則として、年度途中の予算の

補正は行わない。
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Ⅱ 全般的事項

１ 予算要求限度額

令和５年度当初予算の要求限度額は、各部局における事務事業の見直しによる

財源捻出の実績等を踏まえ、県債充当前の一般財源（以下「一般財源」という。）

を基準として次のとおりとする。

ただし、新型コロナ対策及び物価高騰等対策に要する経費並びに国土強靱化対

策に係る公共事業費については、今後の国の予算編成の動向等を踏まえ、予算編

成過程において適切に対応する。

(1) 公共事業費（事務費を含む。）

① 補助公共事業費（交付金事業を含む。）

令和４年度当初予算における一般財源額（以下「今年度当初予算額」とい

う。）の範囲内とする。

② 県単独公共事業費

公共施設の維持管理経費は所要額とし、それ以外の経費は、今年度当初予

算額の範囲内とする。

③ 直轄事業負担金

高速自動車国道及び高速自動車国道に並行する一般国道の自動車専用道路

（以下「高速道路」という。）に係る負担金は、内示見込額とする。

高速道路以外の負担金は、今年度当初予算額の範囲内とする。

④ 災害復旧事業費

令和４年台風第１４号災害対策に係る事業については所要額とするととも

に、過去の実績等を考慮した適切な事業費とする。

⑤ 国土強靱化対策に係る公共事業費

国の予算編成の動向等の把握に努め、地方負担額等に十分留意した上で、

①とは別途要求を認める。

(2) 公共事業費以外の経費

予算要求限度額対象経費（終期到来等による当然減を除く。）は、今年度当

初予算額の範囲内とする。

ただし、令和５年度新規・改善事業（以下「新規・改善事業」という。）に

係る経費については、事務事業の見直しの実績等を踏まえ、各部局に別途示す

要求限度額の範囲内とする。

なお、宮崎県再生基金等の特定目的基金を活用した事業、優先度の高い施策

及び施設の維持管理等に要する経費については、関係部局と調整の上、別途要

求を認める。
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(3) 新型コロナ対策及び物価高騰等対策に要する経費

医療提供体制への負荷や社会経済の状況等を踏まえ、特段の配慮が必要な事

業については、国の予算編成の動向等の把握に努め、財源の確保等に十分留意

した上で、別途要求を認める。

３ 事業構築に当たっての留意事項

(1) 新規・改善事業

新規・改善事業の構築に当たっては、スクラップ・アンド・ビルドを徹底し、

以下の点に留意すること。

① 県の果たすべき役割を踏まえ、必要性、緊急性、有効性等を勘案し、真

に必要と認められる事業を構築する。

② 令和４年度までの終期到来事業を踏まえ、事務事業の見直しにおいて確

認した課題等の分析に基づき、構築する。

③ 事業の成果を検証するために、原則として、事業と関連性の高い指標（Ｋ

ＰＩ）の設定を行う。

④ 事業の確実な実施のため、実施方法や条件、積算内訳等について、十分

な調整及び確認を行う。

⑤ 事業終期（原則３年）を設定し、事業期間中も毎年度の成果を踏まえ、

継続的に改善に努める。

(2) 部局間の連携・調整

複数部局が関係する事業は、より効果的・効率的な事業となるよう関係部局

間で連携・調整を行う。

また、施設整備関係の予算を計上する際には、県土整備部と十分に協議・検

討を行う。
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Ⅲ 歳入に関する事項

歳入については、財源を積極的に確保することとし、次に掲げる点に留意する。

１ 県税及び地方消費税清算金

税制改正に適確に対応するとともに、新型コロナウイルス感染症の影響を踏ま

えた経済情勢等に十分留意し、適正な年間収入見込額を計上する。

２ 地方交付税、地方譲与税、地方特例交付金及び交通安全対策特別交付金

国の予算編成の動向等の把握に努め、地方財政計画及び過去の実績等を考慮し

て適正な収入見込額を計上する。

３ 国庫支出金

国の予算を十分に確認し、活用可能な補助金等を確保するとともに、国の外郭

団体等が所管する助成制度についても積極的に活用する。

４ 県債

今後、多額の県債発行が見込まれることから、可能な限り公債費負担を軽減す

るため、交付税措置のある有利な県債を活用するとともに、発行にあたっては、

金融市場の動向に応じた適正な条件設定を行う。

５ 使用料及び手数料

原則として、前回改定から３年以上を経過する使用料・手数料について見直し

を行い、適正な収入見込額を計上するとともに、新たな使用料・手数料の設定に

ついても検討する。

６ 財産収入

不用遊休財産は積極的に売却を進めるとともに、民間資金の活用により有効活

用が可能な資産については、貸付等により、恒常的な収入が得られるよう、有効

活用を検討する。

７ その他

(1) 新たな広告収入及び宝くじ収入等の積極的な確保に努める。

(2) 過年度収入は整理計画を策定し、積極的かつ確実に収入を確保する。

(3) 使用料・手数料徴収等の公金収納について、キャッシュレス化など収納方法

の多様化を検討する。
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Ⅳ 歳出に関する事項

歳出については、義務的経費を含むすべての経費について事業等の効果を検証し

た上で、ゼロベースから徹底して見直すこととし、次に掲げる点に留意する。

１ 人件費、扶助費及び公債費

所要額を適確に計上する。

なお、本県職員の段階的な定年延長が検討されていることから、その実施に合

わせ、退職手当基金の設置について検討する。

２ 公共事業費

(1) 補助公共事業費等については、国の予算の確保に努め、事業計画に基づき効

率的な投資を行うとともに、一層のコスト縮減を図る。

(2) 県単独公共事業費については、緊急性や優先度等を十分検討し、計画的に措

置する。

３ 一般国庫補助事業費

(1) 国の予算を十分確認するとともに、緊急性や効果等を検討の上、事業の選択

を行う。

(2) 県費による継ぎ足し補助は、原則として認めない。

(3) 国庫補助金が縮小又は廃止される事業については、県費振替による実施は原

則認めないので、事業そのものを縮小又は廃止する。

４ 物件費等

(1) ＩＴ調達関係経費については、節減・効率化を図るため、事前に総合政策部

へ協議を行うとともに、導入済みのシステム等のうち費用対効果や利用率が低

いものについては、廃止を含め必要性を再検討する。

(2) 随意契約による委託事業については、その妥当性について十分に検討する。

また、競争入札によらず、企画提案方式等により契約の相手方を選定する場

合においては、企画内容等の他、事業の経済性についても必ず考慮する。

(3) 各種会議等に係る旅費や会場使用料等については、情報共有や現地調査等に

よる人材育成の必要性などを十分考慮の上、Ｗｅｂ会議等の活用を含め、その

必要性を検討する。

５ 県単独補助金

すべての補助金について、次に掲げる内容を踏まえ、補助目的や費用対効果等

の客観的な分析・検証を行う。また、見直しに当たっては、事前に関係団体や市

町村等に十分な説明を行う。
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(1) 補助対象経費は、事業効果が最大限に発揮されるものを対象とする。

(2) 多額の一般財源を要するもの及び長期間支出しているものについて、補助金

の縮小・廃止等を検討する。

(3) 同じ団体等に複数の補助金を交付している場合には、整理統合による効率化

・重点化を進める。

(4) 各種団体に対する運営費補助金は、各団体に自主財源の強化、業務運営の効

率化等を要請することにより、補助金の縮小・廃止を図る。

(5) 市町村に対する補助金は、市町村との役割分担や市町村の財政力を十分に考

慮する。

市町村等が事業主体となる補助公共事業費に係る市町村負担分については、

地方財政措置が講じられていることから、継ぎ足し補助は原則として認めない。

６ 貸付金

公社及び第三セクター等に対する短期貸付のうち、毎年度反復かつ継続的に行

われているものは計画的に解消する。

７ 繰出金

独立採算が求められる特別会計及び公営企業会計への繰出金は、一般会計が負

担すべき経費に限り措置する。

また、特別会計については、多大な余剰金が生じないように適切な予算規模と

する。
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